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議案第４３号 

 

 

さぬき市手話言語及び障害の特性に応じたコミュニケーション 

手段に関する条例の制定について 

 

 

さぬき市手話言語及び障害の特性に応じたコミュニケーション手段に関する条例

を別紙のとおり制定することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

令和元年６月２０日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市手話言語及び障害の特性に応じたコミュニケーション手段に関する

条例 

 

障害の有無にかかわらず、生き生きと自分らしい生活を営み、安心して暮らすこ

とのできる社会の実現は、私たち市民の共通の願いである。そのためには、お互い

の考えや気持ちを伝え合い、理解し合うことが必要であり、言語を始めとしたコミ

ュニケーション手段は、意思疎通を図り、情報を得る上で重要な役割を担っている。 

その中でも、手話は、独自の言語体系を持ち、手指や体の動き、表情を使って視

覚的に表現する言語である。このため、ろう者は、お互いの考えや気持ちを伝え合

い、理解し合うために必要な第一言語として手話を大切に育んできた。しかしなが

ら、長い間、手話は言語として認められず、手話を使用することができる環境が整

えられなかった。 

こうした中、障害者の権利に関する条約（平成２６年条約第１号）において、「言

語」とは、「音声言語及び手話その他の形態の非音声言語」と定義された。障害者

基本法（昭和４５年法律第８４号）においても、平成２３年の一部改正によって手

話は言語であると位置付けられるとともに、障害者の意思疎通及び情報の取得又は

利用のための手段についての選択の機会の確保又は拡大が図らなければならない旨

が定められた。 

これまで、障害者は、手話、要約筆記、点字、音訳、絵図などのそれぞれの障害

の特性に応じた手段によりコミュニケーションを図ってきたが、現在の社会は、い

まだそれを受容し利用する環境が整っているとは言えず、日常生活や社会生活にお

いて多くの不便や不安を感じながら暮らしている。 

さぬき市は、手話が言語であるとの認識を広げるとともに、障害の特性に応じた

コミュニケーション手段の普及啓発及び利用促進を図ることにより、障害者の権利

を守り、全ての人が相互に人格と個性を尊重しながら、多様性を認め合う共生社会

を実現するため、この条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、手話が言語であるとの認識の拡大並びに障害の特性に応じた

コミュニケーション手段の普及啓発及び利用促進に関する基本理念を定め、市の

責務並びに市民及び事業者の役割を明らかにすることにより、市民の障害の特性

に応じたコミュニケーション手段に対する理解を深め、これらの手段が使いやす

い環境を構築し、もって全ての市民が障害の有無にかかわらず多様性を認め合い、

共に生きる地域社会の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 
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(1) 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）、難病を原因

とする障害その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）がある者

であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な

制限を受ける状態にあるものをいう。 

(2) ろう者 手話を言語として日常生活又は社会生活を営む者をいう。 

(3) 障害の特性に応じたコミュニケーション手段 手話、要約筆記、点字、音訳、

拡大文字、触手話、指点字、ひらがな表記、サイン、写真、絵図等の障害の特

性に応じて利用される意思等の伝達手段をいう。 

(4) 市民 市内に居住し、通勤し、又は通学する者をいう。 

(5) 事業者 市内において事業又は活動を行う個人及び法人その他の団体をいう。 

（基本理念） 

第３条 手話が言語であるとの認識の拡大は、手話が独自の体系を持った言語であ

り、歴史的背景を有する文化的所産であることを基本として取り組まなければな

らない。 

２ 障害の特性に応じたコミュニケーション手段の普及啓発及び利用促進は、障害

者が意思疎通を図り、又は情報を得るためのコミュニケーション手段には、障害

の特性に応じた多様な形態があり、その者が自ら選択し、利用する権利を有する

こと及びそのことが保障されることを基本として行わなければならない。 

３ 障害の特性に応じたコミュニケーション手段の普及啓発及び利用促進は、障害

の有無にかかわらず、誰もが円滑なコミュニケーションを図ることにより社会参

加が保障されることが重要であるとの認識の下、相互に人格と個性を尊重し支え

合いながら、心豊かに共生する地域社会を実現することを基本として行わなけれ

ばならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、

市民の手話が言語であるとの認識及び障害の特性に応じたコミュニケーション手

段への理解を広げ、これらの手段を利用しやすい環境とするための施策を推進す

るものとする。 

（市民の役割） 

第５条 市民は、基本理念に対する理解を深め、前条の規定に基づく市の施策に協

力するよう努めるものとする。 

（事業者の役割） 

第６条 事業者は、基本理念に対する理解を深め、第４条の規定に基づく市の施策

に協力するとともに、障害の特性に応じたコミュニケーション手段を使う障害者

が利用しやすいサービスの提供及び働きやすい環境の整備を行うよう努めるもの

とする。 



6 

（施策の推進） 

第７条 市は、第４条に規定する責務を果たすため、次に掲げる施策を総合的かつ

効果的に推進するものとする。 

(1) 手話は言語であるとの認識の拡大に関する施策 

(2) 障害の特性に応じたコミュニケーション手段への理解の拡大並びにこれらの

普及啓発及び利用促進に関する施策 

(3) 障害の特性に応じたコミュニケーション手段を利用しやすい環境の整備に関

する施策 

(4) 障害の特性に応じたコミュニケーション手段による意思疎通の支援に関する

施策 

（財政上の措置） 

第８条 市は、前条各号に掲げる施策を推進するため、必要な財政上の措置を講ず

るよう努めるものとする。 

（委任） 

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第４４号 

 

 

さぬき市税条例の一部改正について 

 

 

さぬき市税条例の一部を別紙のとおり改正することについて、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

令和元年６月２０日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市税条例の一部を改正する条例 

 

第１条 さぬき市税条例（平成１４年さぬき市条例第５３号）の一部を次のように

改正する。 

第３６条の２中第８項を第９項とし、第７項を第８項とし、第６項を第７項と

し、第５項の次に次の1項を加える。 

６ 第１項又は第５項の場合において、前年において支払を受けた給与で所得税

法第１９０条の規定の適用を受けたものを有する者で市内に住所を有するもの

が、第１項の申告書を提出するときは、法第３１７条の２第１項各号に掲げる

事項のうち施行規則で定めるものについては、施行規則で定める記載によるこ

とができる。 

第３６条の３の２の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改

め、同条第１項中「同項の」を「同項に規定する」に改め、同項中第３号を第４

号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

(3) 当該給与所得者が単身児童扶養者に該当する場合には、その旨 

第３６条の３の３の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改

め、同条第１項中「第２０３条の５第１項」を「第２０３条の６第１項」に改め、

「ならない者」の次に「又は法の施行地において同項に規定する公的年金等（所

得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公

的年金等」という。）の支払を受ける者であって、扶養親族（控除対象扶養親族

を除く。）を有する者若しくは単身児童扶養者である者」を加え、「同項の」を

「所得税法第２０３条の６第１項に規定する」に、「同項に規定する公的年金等」

を「公的年金等」に改め、同項中第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を

加える。 

(3) 当該公的年金等受給者が単身児童扶養者に該当する場合には、その旨 

第３６条の３の３第２項中「第２０３条の５第２項」を「第２０３条の６第２

項」に改め、同条第４項中「第２０３条の５第５項」を「第２０３条の６第６項」

に改める。 

第３６条の４第１項中「によって」を「により」に、「同条第７項若しくは第

８項」を「同条第８項若しくは第９項」に、「においては」を「には」に改める。 

附則第１５条の２に次の３項を加える。 

２ 県知事は、当分の間、前項の規定により行う軽自動車税の環境性能割の賦課

徴収に関し、３輪以上の軽自動車が法第４４６条第１項（同条第２項において

準用する場合を含む。）又は法第４５１条第１項若しくは第２項（これらの規

定を同条第４項において準用する場合を含む。）の適用を受ける３輪以上の軽

自動車に該当するかどうかの判断をするときは、国土交通大臣の認定等（法附
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則第２９条の９第３項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項において

同じ。）に基づき当該判断をするものとする。 

３ 県知事は、当分の間、第１項の規定により賦課徴収を行う軽自動車税の環境

性能割につき、その納付すべき額について不足額があることを附則第１５条の

４の規定により読み替えられた第８１条の６第１項の納期限（納期限の延長が

あったときは、その延長された納期限）後において知った場合において、当該

事実が生じた原因が、国土交通大臣の認定等の申請をした者が偽りその他不正

の手段（当該申請をした者に当該申請に必要な情報を直接又は間接に提供した

者の偽りその他不正の手段を含む。）により国土交通大臣の認定等を受けたこ

とを事由として国土交通大臣が当該国土交通大臣の認定等を取り消したことに

よるものであるときは、当該申請をした者又はその一般承継人を当該不足額に

係る３輪以上の軽自動車について法附則第２９条の１１の規定によりその例に

よることとされた法第１６１条第１項に規定する申告書を提出すべき当該３輪

以上の軽自動車の取得者とみなして、軽自動車税の環境性能割に関する規定を

適用する。 

４ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の環境性能割の

額は、同項の不足額に、これに１００分の１０の割合を乗じて計算した金額を

加算した金額とする。 

附則第１５条の２の２を附則第１５条の２の３とし、附則第１５条の２を附則

第１５条の２の２とし、附則第１５条の次に次の１条を加える。 

（軽自動車税の環境性能割の非課税） 

第１５条の２ 法第４５１条第１項第１号（同条第４項において準用する場合を

含む。）に掲げる３輪以上の軽自動車（自家用のものに限る。以下この条にお

いて同じ。）に対しては、当該３輪以上の軽自動車の取得が令和元年１０月１

日から令和２年９月３０日までの間（附則第１５条の６第３項において「特定

期間」という。）に行われたときに限り、第８０条第１項の規定にかかわらず、

軽自動車税の環境性能割を課さない。 

附則第１５条の６に次の１項を加える。 

３ 自家用の３輪以上の軽自動車であって乗用のものに対する第８１条の４（第

２号に係る部分に限る。）及び前項の規定の適用については、当該軽自動車の

取得が特定期間に行われたときに限り、これらの規定中「１００分の２」とあ

るのは、「１００分の１」とする。 

附則第１６条中「附則第３０条」を「附則第３０条第１項」に改め、「指定」

の次に「（次項から第４項までにおいて「初回車両番号指定」という。）」を

加え、同条に次の３項を加える。 

２ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車に対す
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る第８２条の規定の適用については、当該軽自動車が平成３１年４月１日から

令和２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年

度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動車が令和２年４月１日から令和

３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分

の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第２号ア(ｲ) ３，９００円 １，０００円 

第２号ア(ｳ)a ６，９００円 １，８００円 

１０，８００円 ２，７００円 

第２号ア(ｳ)b ３，８００円 １，０００円 

５，０００円 １，３００円 

３ 法附則第３０条第３項第１号及び第２号に掲げる法第４４６条第１項第３号

に規定するガソリン軽自動車（以下この項及び次項において「ガソリン軽自動

車」という。）のうち３輪以上のものに対する第８２条の規定の適用について

は、当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月１日から令和２年３月３１日まで

の間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分の軽自動車税の種別

割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日から令和３年３月３１日

までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和３年度分の軽自動車税の

種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第２号ア(ｲ) ３，９００円 ２，０００円 

第２号ア(ｳ)a ６，９００円 ３，５００円 

１０，８００円 ５，４００円 

第２号ア(ｳ)b ３，８００円 １，９００円 

５，０００円 ２，５００円 

４ 法附則第３０条第４項第１号及び第２号に掲げるガソリン軽自動車のうち３
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輪以上のもの（前項の規定の適用を受けるものを除く。）に対する第８２条の

規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が平成３１年４月１日から令和

２年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和２年度分

の軽自動車税の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日から

令和３年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場合には令和３年

度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第２号ア(ｲ) ３，９００円 ３，０００円 

第２号ア(ｳ)a ６，９００円 ５，２００円 

１０，８００円 ８，１００円 

第２号ア(ｳ)b ３，８００円 ２，９００円 

５，０００円 ３，８００円 

附則第１６条の２を次のように改める。 

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第１６条の２ 市長は、軽自動車税の種別割の賦課徴収に関し、３輪以上の軽

自動車が前条第２項から第４項までの規定の適用を受ける３輪以上の軽自動

車に該当するかどうかの判断をするときは、国土交通大臣の認定等（法附則

第３０条の２第１項に規定する国土交通大臣の認定等をいう。次項において

同じ。）に基づき当該判断をするものとする。 

２ 市長は、納付すべき軽自動車税の種別割の額について不足額があることを

第８３条第２項の納期限（納期限の延長があったときは、その延長された納

期限）後において知った場合において、当該事実が生じた原因が、国土交通

大臣の認定等の申請をした者が偽りその他不正の手段（当該申請をした者に

当該申請に必要な情報を直接又は間接に提供した者の偽りその他不正の手段

を含む。）により国土交通大臣の認定等を受けたことを事由として国土交通

大臣が当該国土交通大臣の認定等を取り消したことによるものであるときは、

当該申請をした者又はその一般承継人を賦課期日現在における当該不足額に

係る３輪以上の軽自動車の所有者とみなして、軽自動車税の種別割に関する

規定（第８７条及び第８８条の規定を除く。）を適用する。 

３ 前項の規定の適用がある場合における納付すべき軽自動車税の種別割の額

は、同項の不足額に、これに１００分の１０の割合を乗じて計算した金額を
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加算した金額とする。 

第２条 さぬき市税条例の一部を次のように改正する。 

第２４条第１項第２号中「又は寡夫」を「、寡夫又は単身児童扶養者」に改め

る。 

附則第１６条第１項中「第４項」を「第５項」に改め、同条に次の１項を加え

る。 

５ 法附則第３０条第２項第１号及び第２号に掲げる３輪以上の軽自動車のうち、

自家用の乗用のものに対する第８２条の規定の適用については、当該軽自動車

が令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には令和４年度分の軽自動車税の種別割に限り、当該軽自動車が令和

４年４月１日から令和５年３月３１日までの間に初回車両番号指定を受けた場

合には令和５年度分の軽自動車税の種別割に限り、第２項の表の左欄に掲げる

同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句と

する。 

附則第１６条の２第１項中「第４項」を「第５項」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和元年１０月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第１条中さぬき市税条例第３６条の２中第８項を第９項とし、第７項を第８

項とし、第６項を第７項とし、第５項の次に１項を加える改正規定並びに第３

６条の３の２、第３６条の３の３及び第３６条の４第１項の改正規定並びに附

則第３条の規定 令和２年１月１日 

(2) 第２条中さぬき市税条例第２４条の改正規定及び附則第４条の規定 令和３

年１月１日 

(3) 第２条（前号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第５条の規定 令和３年

４月１日 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 附則第１条第２号に掲げる規定による改正後のさぬき市税条例（次項及び第

３項において「２年新条例」という。）第３６条の２第６項の改正規定は、同号

に掲げる規定の施行の日以後に令和２年度以後の年度分の個人の市民税に係る申

告書を提出する場合について適用し、同日前に当該申告書を提出した場合及び同

日以後に平成３１年度分までの個人の市民税に係る申告書を提出する場合につい

ては、なお従前の例による。 

２ ２年新条例第３６条の３の２第１項（第３号に係る部分に限る。）の規定は、

附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日以後に支払を受けるべきさぬき市税



13 

条例第３６条の２第１項に規定する給与について提出する２年新条例第３６条

の３の２第１項及び第２項に規定する申告書について適用する。 

３ ２年新条例第３６条の３の３第１項の規定は、附則第１条第１号に掲げる規定

の施行の日以後に支払を受けるべき所得税法等の一部を改正する法律（平成３１

年法律第６号）第１条の規定による改正後の所得税法（昭和４０年法律第３３号。

以下この項において「新所得税法」という。）第２０３条の６第１項に規定する

公的年金等（新所得税法第２０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。）に

ついて提出する２年新条例第３６条の３の３第１項に規定する申告書について適

用する。 

第３条 附則第１条第２号に掲げる規定による改正後のさぬき市税条例第２４条第

１項（第２号に係る部分に限る。）の規定は、令和３年度以後の年度分の個人の

市民税について適用し、令和２年度分までの個人の市民税については、なお従前

の例による。 

 （軽自動車税に関する経過措置） 

第４条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条本文の規定による改正後のさぬ

き市税条例（以下「元年１０月新条例」という。）の規定中軽自動車税の環境性

能割に関する部分は、同号に掲げる規定の施行の日以後に取得された３輪以上の

軽自動車に対して課する軽自動車税の環境性能割について適用する。 

２ 元年１０月新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、令和２年度以

後の年度分の軽自動車税の種別割について適用する。 

第５条 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後のさぬき市税条例の規定は、

令和３年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、令和２年度分ま

での軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。 
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議案第４５号 

 

 

さぬき市体育館条例の一部改正について 

 

 

さぬき市体育館条例の一部を別紙のとおり改正することについて、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決を求め

る。 

 

 

令和元年６月２０日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市体育館条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市体育館条例（平成１４年さぬき市条例第９１号）の一部を次のように改

正する。 

第２条の表中「さぬき市鴨庄２５５０番地」を「さぬき市鴨庄２５５０番地３９」

に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第４６号 

 

 

さぬき市放課後児童クラブ条例の一部改正について 

 

 

さぬき市放課後児童クラブ条例の一部を別紙のとおり改正することについて、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会

の議決を求める。 

 

 

令和元年６月２０日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例 

 

 さぬき市放課後児童クラブ条例（平成１４年さぬき市条例第１１１号）の一部を

次のように改正する。 

第２条第１項の表中 

「 

津田町東部放課後児童クラブ さぬき市津田町鶴羽１２９８番地１ 

」 

を 

「 

津田放課後児童クラブ さぬき市津田町津田１４４番地 

」 

に改める。 

   附 則 

この条例は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において規則で定める

日から施行する。 
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議案第４７号 

 

 

さぬき市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を 

定める条例の一部改正について 

 

 

さぬき市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を別紙のとおり改正することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

令和元年６月２０日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例 

 

さぬき市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成２６年さぬき市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

第１０条第３項中「都道府県知事」の次に「又は地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市の長」を加える。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第４８号 

 

 

さぬき市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部改正について 

 

 

さぬき市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を別

紙のとおり改正することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６

条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

令和元年６月２０日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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   さぬき市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部 

を改正する条例 

 

さぬき市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６

年さぬき市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

第６条第２項中「適用しないこと」の次に「とすること」を加え、同条に次の２

項を加える。 

４ 市長は、家庭的保育事業者等による第１項第３号に掲げる事項に係る連携施設

の確保が著しく困難であると認めるときは、同号の規定を適用しないこととする

ことができる。 

５ 前項の場合において、家庭的保育事業者等は、法第５９条第１項に規定する施

設のうち、次に掲げるもの（入所定員が２０人以上のものに限る。）であって、

市長が適当と認めるものを第１項第３号に掲げる事項に係る連携協力を行う者と

して適切に確保しなければならない。 

(1) 子ども・子育て支援法第５９条の２第１項の規定による助成を受けている者

の設置する施設（法第６条の３第１２項に規定する業務を目的とするものに限

る。） 

(2) 法第６条の３第１２項及び第３９条第１項に規定する業務を目的とする施設

であって、法第６条の３第９項第１号に規定する保育を必要とする乳児・幼児

の保育を行うことに要する費用に係る地方公共団体の補助を受けているもの 

 第１６条第２項第４号中「、乳幼児」を「、利用乳幼児」に改め、「。附則第３

項において同じ」を削る。 

 第４５条に次の１項を加える。 

２ 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、法第６条の３第１２項第２号に規

定する事業を行う者であって、市長が適当と認めるもの（附則第４項において「特

例保育所型事業所内保育事業者」という。）については、第６条第１項本文の規

定にかかわらず、連携施設の確保をしないことができる。 

 附則第３項中「（第２２条に規定する家庭的保育事業を行う場所において実施さ

れるものに限る。）」を削る。 

附則第４項中「家庭的保育事業者等」の次に「（特例保育所型事業所内保育事業

者を除く。）」を加え、「５年」を「１０年」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第４９号 

 

 

さぬき市共通商品券条例の一部改正について 

 

 

さぬき市共通商品券条例の一部を別紙のとおり改正することについて、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決

を求める。 

 

 

令和元年６月２０日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市共通商品券条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市共通商品券条例（平成１８年さぬき市条例第６号）の一部を次のように

改正する。 

第１１条中「第３条」の次に「、第４条」を、「有効期限」の次に「、取扱機関」

を加える。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第５０号 

 

 

工事請負契約の締結について（令和元年度さぬき市デジタル防災行政 

無線（同報系）整備工事（第２期工事）） 

 

 

令和元年度さぬき市デジタル防災行政無線（同報系）整備工事（第２期工事）に

ついて、次のとおり請負契約を締結したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第９６条第１項第５号及びさぬき市議会の議決に付すべき契約及び財産の取

得又は処分に関する条例（平成１４年さぬき市条例第４９号）第２条の規定に基づ

き、議会の議決を求める。 

 

 

令和元年６月２０日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 

 

 

記 

 

１ 契約の目的  令和元年度さぬき市デジタル防災行政無線（同報系）整備工事 

         （第２期工事） 

２ 契約の方法  一般競争入札 

３ 契約の金額  一金２７７，２００，０００円 

うち消費税及び地方消費税額２５，２００，０００円 

４ 契約の相手方 高松市林町１４８番地２０ 

         株式会社協和エクシオ 四国支店 

         支店長 藤 原 義 典 
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議案第５１号 

 

 

工事請負契約の締結について（令和元年度教育庁舎整備工事（建築）） 

 

 

 令和元年度教育庁舎整備工事（建築）について、次のとおり請負契約を締結した

いので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及びさぬき

市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１４年さ

ぬき市条例第４９号）第２条の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

令和元年６月２０日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 

 

 

記 

 

１ 契約の目的  令和元年度教育庁舎整備工事（建築） 

２ 契約の方法  一般競争入札 

３ 契約の金額  一金１９２，５００，０００円 

         うち消費税及び地方消費税額１７，５００，０００円 

４ 契約の相手方 香川県高松市上林町４７３番地１ 

         谷口建設興業株式会社 

         代表取締役 谷 口 邦 彦 

 

 


